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議題

 はじめに

 申告が必要な会社の種類

 申告内容と時期

 申告手順

 罰則



企業透明性法

• 企業透明性法（「CTA」）は、2020年マネーロンダリング防止法の一環と
して制定されたもので、米国内の特定の事業体に対し、その実質所有者
および会社申請者（事業体を設立または登録するために申請を行う特定の
個人）を開示する報告書を提出することを義務付けることにより、脱税、
マネーロンダリング、テロ資金供与などの不正行為に対抗することを目的と
しています。

• Financial Crimes Enforcement Network（FinCEN）は2022年9月29日に
CTAの報告規定を実施する 最終規則（「最終規則」）を 発行し、その後、
最終規則を修正・明確化するための追加規則を公布しました。

• CTAは2024年1月1日に発効し、新興企業、小規模の事業会社、その他特定の
事業体は、FinCENに実質所有者情報報告書（「BOI報告書」）を提出する
必要があります。
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はじめに

• 情報は公開されません

• FinCENは、報告された情報を安全な非公開データベースで管理し、
報告された情報の機密性を考慮し、限定された状況において
（基本的には違法行為に対抗するため）、法令で定められた政府当局
および金融機関のグループにのみ当該情報を開示する権限を有して
います。
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申告が必要な企業とは？

最終規則では、申告が必要な「報告会社」には、(1)「国内報告会社」と
(2)「外国報告会社」の2つのグループがあります。

1. 国内報告会社とは、州またはインディアン部族の法律に基づいて設立された法人、
有限責任会社、またはその他の事業体であり、国務長官または同様の役所に書類
を提出することにより、設立されたものを指します。

 - 国内報告会社とはみなされないもの：(1)個人事業主、(2)特定の種の信託、
(3)一般的なパートナーシップ。

2. 外国報告会社とは、外国の法律に基づいて設立された法人、有限責任会社、
またはその他の事業体であり、州またはインディアン部族の法律に基づいて、
国務長官または同様の役所に書類を提出することにより、米国で事業を行うために
登録されたものを指します。
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報告事業体

除外

除外される事業体 

CTAは、以下の23の事業体を「報告会社」の定義から除外しています。

1. 報告会社である証券発行会社

2. 国内政府当局

3. 銀行

4. 国内信用組合

5. 預金機関持株会社

6. 送金業者

7. 証券ブローカーまたはディーラー

8. 証券取引所または決済機関

9. 1934年証券取引法に基づき登録されたその他の事業体

10. 登録投資会社およびアドバイザー

11. ベンチャーキャピタル・ファンドアドバイザー
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報告事業体

除外（続き）

 12. 保険会社

13. 州認可の保険プロデューサー

14. 商品取引所法に基づき登録された事業体

15. 解決事務所

16. 公益事業体

17. 金融市場事業体

18. プール型投資ビークル

19. 免税事業体

20. 免税事業体を支援する事業体

21. 大規模事業会社

22. 特定の免税事業体の子会社

23. 非活動事業体
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報告事業体

除外

• 大規模事業会社

• 最終規則における「大規模事業会社」とは、以下のような会社を
指します。

• 米国内で20人以上のフルタイム従業員を雇用している

• 米国内にオフィスを構えている

• 前年度の米国における連邦所得税申告書または情報申告書を提出し、
連邦所得税の原則に基づき決定された、米国外からの総収入または
売上を除く、IRSフォーム1120、連結IRSフォーム1120、
IRSフォーム 1120-S、IRSフォーム1065、またはその他該当する
IRSフォームに 記載された総収入または売上（申告および控除額を
差し引いた額）が500万ドル以上であることを証明している
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報告事業体

除外

• 子会社 

• 子会社が除外となるためには、免税事業体によって 100% 
所有されている必要があります。
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報告事業体

除外

• 非活動事業体

• FinCENは「非活動事業体」を以下のような事業体としています。

• 2020年1月1日以前に存在していた

• 活発な事業に従事していない

• 直接的か間接的か、全部か一部かを問わず、外国人が所有
していない

• 過去12ヵ月間に所有者の変更がない

• 12ヵ月間に、当該事業体または当該事業体の関連会社が
利害関係を有する金融口座を通じて、または直接、
1,000ドルを超える金額の資金を送受信したことがない

• 米国内外を問わず、いかなる法人、有限責任会社、
その他の同様の事業体に対する所有権を含め、いかなる
種類またはタイプの資産も保有していない
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個人の報告者

概要

最終規則では、各報告会社のBOI報告書に、2つのカテゴリ、実質所有者と
会社申請者の個人に関する識別情報を含めることを義務付けています。

• 実質所有者 (BO) – 直接的または間接的に（i）報告会社に対して
実質的な支配力を行使する個人、または（ii）報告会社の所有権の
少なくとも25％を所有または管理する個人

• 会社申請者 – 報告会社にはそれぞれ最大２人の会社申請者、(1) 会社を
設立し、または米国で事業を行うために登録する書類を提出する者、
および(2) 提出を指示または管理する責任者がいます。

• 既存会社の会社申請者 –2024年1月1日以前に設立または登録された
報告会社は、会社申請者に関する情報を報告する必要はありません。
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個人の報告者

実質所有者 – 実質的な支配権

個人が報告会社に対して「実質的な支配力」を持っているとみなされるのは、
次のような場合のいずれかです。

i. 上級役員である

ii. 上級役員または取締役会の過半数を解任または任命する権限を有する

iii.報告会社の重要な意思決定（重要な契約の締結または終了、大規模な
支出または負債、報酬プログラムなど）を指示、決定、または実質的
な影響力を有する

iv. 何らかの形で実質的な支配力を有する
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個人の報告者

実質所有者 – 実質的な支配権

「所有権」には、基本的に、株式、利益権、オプション、転換社債、

その他株式を取得する権利を含むあらゆる所有権が含まれます。

個人は、契約、取り決め、了解、関係などを通じて、また直接または
他の事業体を通じて、「所有権」を所有または管理することができます。
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報告書の内容

各報告会社の初回BOI報告書には、以下の具体的な識別情報が
含まれている必要があります。

1. 報告会社自体

2. その個人の報告者（実質所有者と会社申請者）
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報告書の内容

報告会社情報

各報告会社の初回BOI報告書には、報告会社自体に関する以下の情報が
含まれている必要があります。

i. 正式名称

ii. 全ての商号またはD/B/A 

iii.完全な現住所

iv. 設立時の州、部族、または外国の管轄区域

v. 外国で設立の場合は、当該会社が米国で最初に登録した州または
部族の管轄区域

vi. 内国歳入庁 (IRS) 納税者識別番号 (TIN) (雇用者識別番号 (EIN) を
含む)
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報告書の内容

個人報告者情報

各報告会社の初回BOI報告書には、各個人報告者に関する以下の情報が
含まれている必要があります。

i. 正式氏名 

ii. 生年月日 

iii.完全な現住所

iv. 写真付き身分証明書に記載されている固有の識別番号（および発行
管轄区域）

v. 固有の識別番号を取得した書類の画像
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報告書の内容

FinCEN の識別情報 

報告する個人または法人は、会社が設立されるたびに前のスライドの情報を 報
告する代わりに、FinCENに対し個人を識別する情報を提供することにより
「FinCEN 識別情報」を取得することができます。

FinCEN IDを取得すると、報告する個人または会社は、そのFinCEN 識別情報*を
（個人情報の代わりに）報告会社に提供し、BOI報告書の提出書類に含める
ことができます。
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報告書の内容

報告書の更新と修正

報告書の更新

報告会社は、報告会社自身またはその実質所有者について、以前に報告した情報
に変更があった場合、報告書を更新する必要があります。

報告書の修正

報告会社は、以前に提出した情報が不正確であった場合、報告書を更新する必要
があります。
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初回報告の時期

• 2024年1月1日以前に米国で設立または事業登録した既存の報告会社。

• 報告書の提出期限： 2025年1月1日

• 2024年1月1日～2024年12月31日に設立した報告会社。

• 報告書の提出期限は、設立後90日以内。

• 2025年1月1日以降に設立した報告会社。

• 報告書の提出期限は、設立後30日以内。

上記の30日および90日の期限は、会社がその設立または登録が有効になった
という通知を実際に受け取った時点、または、国務長官または同様の役所が
その設立または登録を最初に公に通知した時点のいずれか早い時点から適用
されます。
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報告書の更新の時期

• 報告書の更新：

• 報告の提出期限： 変更発生後、30日以内

• 報告書の修正：

• 報告会社が不正確であることを認識した後、または認識する理由が
できてから30日以内
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申告手順

次のスライドでは、以下の方法を説明します。

1. 個人のFinCEN 識別情報をの取得

2. 法人のBOI報告書の提出
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FinCEN 識別情報の取得

ステップ1:  https://fincenid.fincen.gov/ 
      にアクセスし、「アカウントの作成」をクリックします。
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ステップ2: 「LOGIN.GOVでサインイン」をクリックします。
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ステップ3: 
(a)「アカウントの作成」をクリックします。
(b)メールアドレスを入力します。
(c)適切な言語を選択します。
(d)「利用規約に同意」をクリックします。
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ステップ4: この画面が表示されたら、Eメールを確認してください。



26

ステップ5: 
(a)LOGIN.GOVからのEメールを

確認します。
(b)Eメールに記載されている

「Eメールアドレスの確認」を
クリックします。



27

ステップ6: ステップ5で
「メールアドレスの確認」を
クリックすると、LOGIN.GOVの
ウェブサイトに戻り、12文字
以上のパスワードを作成
します。その後、「続行 」を
押してください。
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ステップ7: 認証方法を選択し、
続行を押してください。
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ステップ8: テキスト方式を
選択した場合は、ワンタイム
コードを受け取るための電話
番号を入力し、「コードを
送信」を押します。
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ステップ9: ワンタイムコード
を入力し、「送信」を押して
ください。
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ステップ10: 別の認証方法を
選択するか「今はスキップ」
を押して続行してください。
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ステップ11:「同意して
続行する」を押して
ください。
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ステップ12: 
各項目に入力します。
(a)氏名
(b)生年月日 
(c)住所
(d)身分証明書類を

選択し（そして
その書類をアップ
ロードし）、
「同意する」を
クリックします。
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ステップ13: その後、FinCEN 識別情報を受け取ります。 
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次のスライドは、BOI報告書の提出方法に関するFinCENからの指示です。
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罰則

• CTAは、以下のような人物に対する民事および刑事両方の罰則を定めています。

• 「FinCENに対し、虚偽または詐欺的な実質所有者情報を故意に提供する、
または提供しようとする」、または

• 「FinCENへの完全または最新の実質所有者情報の報告を故意に怠った」。

• 民事罰: 違反が継続する、または是正されない場合、1日につき最高500ドル
まで科されます。

• 刑事罰: 1万ドル以下の罰金、2年以下の懲役、またはその両方を科される
可能性があります。
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州法

• 州法: ニューヨーク州（および他のいくつかの州）では独自の透明性に
関する法律が制定されており、別途これを遵守する必要があります。

• ニューヨーク州透明性法

 ニューヨーク州の企業透明性法は連邦法と類似していますが、以下の違いが
あります。

• LLCにのみ適用されます。

• 最も早い報告日は、その日以降に設立した法人については、
2026年1月1日となり、2026年1月1日以前に設立、または資格を取得した
法人については2027年1月1日となります。

• LLCが申告を免除されている場合でも、免除を主張する証明書を提出する
必要があります。

• 罰則が緩くなります。
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まとめ

覚えておくべき日付： 

• 既存の報告会社 - BOI報告書の提出期限： 2025年1月1日。

• 2024年1月1日～2024年12月31日に設立した報告会社 - BOI報告書の提出期限は
設立後90日以内。

• 2025年1月1日以降に設立、または登録した報告会社 - BOI報告書の提出期限は
30日以内。
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質問:

発表した資料について質問のある方はいらっしゃい
ますか。

今後のご質問については、Legal Aid まで
お問い合わせください。

電話：  (212) 298-3340 
Eメール: communitydevproject@legal-aid.org
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